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【施策Ⅲ】 水道施設の計画的更新

　自然災害等による被災を最小限にとどめ、断水等が発生した場合であっても、迅速に復旧できるし
なやかな水道を目指します。

事業・取組名 Ⅲ-１ 浄配水施設の計画的更新

目指す方向性 安全 ○ 強靱 ◎ 持続 ○

事業の目的
浄水処理・送配水機能の信頼性と安定性を維持していくため、老朽化した設備を計画的に更新するとと
もに、水需要の減少を踏まえて設備能力を見直し、施設規模の適正化を図ります。�
また、更新に併せて、環境負荷の低減や維持管理性の向上に配慮した整備を進めます。

取組内容

浄水場毎に実施する大規模な整備事業を中心に、各施設の老朽化した設備を更新します。
【阿賀野川浄水場整備事業】　平成27～平成31年度
・ポンプ棟築造　・受変電、自家発電設備更新　・ポンプ設備更新　・電気設備更新
・監視制御設備更新　・粉末活性炭注入設備設置　・太陽光発電設備設置

【配水場整備事業】　平成28～平成32年度
（内野配水場）
・配水ポンプ設備更新　・監視制御設備更新
（竹尾配水場）
・配水ポンプ設備更新　・監視制御設備更新
（南浜配水場）
・受変電設備更新　・配水ポンプ設備更新　・監視制御設備更新
（内島見配水場）
・配水ポンプ設備更新　・監視制御設備更新

【戸頭浄水場整備事業】　平成32～平成35年度
・配水ポンプ設備更新　・水質計器更新　・薬品注入、消毒設備更新
・排水処理設備更新　・粉末活性炭注入設備設置　・太陽光発電設備設置

【巻取水場・浄水場整備事業】　平成32～平成36年度
（巻取水場）
・受変電、自家発電設備更新　・取水ポンプ設備更新　・監視制御設備更新
（巻浄水場）
・受変電設備更新　・送水ポンプ設備更新　・薬品注入設備更新
・粉末活性炭注入設備設置　・太陽光発電設備設置　・自家発電設備設置

【青山浄水場整備事業（第二期）】　平成34～平成36年度
・受変電設備更新　・配水ポンプ設備更新　・薬品注入、消毒設備更新　・粉末活性炭注入設備設置	

【個別整備】
・各施設の経年劣化した個別の設備状況に合わせ、計画的な更新および施設整備を実施

計画期間の
年次計画

事業・取組み項目
前期計画期間（３年）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

・阿賀野川浄水場整備事業 平成31年度完了

・配水場整備事業（内野、竹尾、南浜、内島見） 平成32年度完了

・個別整備 経年劣化した設備を随時更新
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事業・取組名 Ⅲ-２ 管路施設の計画的更新

目指す方向性 安全 ○ 強靱 ◎ 持続 ○

事業の目的 漏水事故の未然防止を図り、安定給水を確保するため、アセットマネジメント手法を取り入れ、更新周
期を設定し、老朽化した管路施設（基幹管路・配水支管）を中心に計画的に更新します。

取組内容

【基幹管路の更新】
・平成27年度～平成36年度　59.7km

【配水支管の更新】
・平成27年度～平成36年度　239.7km

計画期間の
年次計画

事業・取組み項目
前期計画期間（３年）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

・基幹管路更新事業 基幹管路更新計画に基づき実施

・配水支管更新事業 年度別に更新路線を選定し実施

計画期間の目標設定（評価指標） 平成26年度見込み 平成27年度目標 平成28年度目標 平成29年度目標

基幹管路更新延長 6,700m 4,900m 4,900m 5,200m

配水支管更新延長 27,500m 22,700m 26,500m 26,500m

計画期間の目標設定（評価指標） 平成26年度見込み 平成27年度目標 平成28年度目標 平成29年度目標

整備する設備
【阿賀野川浄水場整備事業】

実施設計の
完了

整備する設備
【配水場整備事業】 －

（内野配水場）・配水ポンプ設備更新

・ポンプ場築造

（内島見配水場）・配水ポンプ設備更新

平成30年度完了
（竹尾配水場）・配水ポンプ設備更新

・受変電、自家発電設備更新
・ポンプ設備更新
・電気設備更新
・監視制御設備更新

平成30年度完了

・粉末活性炭注入設備設置
・太陽光発電設備設置

平成30年度完了

強靭な施設･体制による給水の確保《強靭》

Ⅱ　事業計画
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事業・取組名 Ⅲ-３ 鉛給水管の計画的更新

目指す方向性 安全 ○ 強靱 ◎ 持続 ○

事業の目的 鉛給水管を更新し給水管の耐震化および漏水の未然防止を図ります。

取組内容
鉛給水管が分岐している配水支管（小口径老朽管：主に口径50mmのビニル管、鋼管）の更新により効
果的に鉛給水管の解消を図ります。また、戸別の鉛給水管の更新は鉛管使用密度の高い地域から解消し
ていきます。

計画期間の
年次計画

事業・取組み項目
前期計画期間（３年）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

・小口径老朽管更新（ガス工事競合） 平成31年度完了

・小口径老朽管更新（局単独工事） 平成36年度完了

・他工事に関連する鉛給水管更新
　（下水道工事等）

平成36年度以降、継続

・連合鉛給水管更新 平成27年度完了

・鉛給水管更新（戸別） 平成36年度以降、継続

計画期間の目標設定（評価指標） 平成26年度見込み 平成27年度目標 平成28年度目標 平成29年度目標

鉛給水管率
（道路上での鉛給水管使用件数／給水件
数）

7.4% 5.2%

事業計画
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【施策Ⅳ】 震災対策・体制の強化

事業・取組名 Ⅳ-２ 管路施設の計画的耐震化

目指す方向性 安全 強靱 ◎ 持続

事業の目的 大規模地震が発生した場合でも、生活や都市活動に必要な水道水をできる限りお客さまに届けられるよ
う、老朽化管路を地震に強い耐震管へ入れ替え、管路施設の耐震化を進めます。

取組内容

・管路施設の計画的更新（基幹管路更新事業・配水支管更新事業）に併せ実施
　【基幹管路の更新】			
　・平成27年度～平成36年度　　59.7km			
　【配水支管の更新】			
　・平成27年度～平成36年度 　239.7km

計画期間の
年次計画

事業・取組み項目
前期計画期間（３年）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

・管路施設の耐震化 基幹管路更新事業・配水支管更新事業に併せ実施

計画期間の目標設定（評価指標） 平成26年度見込み 平成27年度目標 平成28年度目標 平成29年度目標
管路耐震適合率 66.1% 66.9% 67.7% 68.5%
基幹管路耐震適合率 57.7% 59.4% 61.0% 62.1%

事業・取組名 Ⅳ-１ 浄配水施設の計画的耐震化

目指す方向性 安全 強靱 ◎ 持続

事業の目的 大規模地震が発生した場合でも、影響を最小限にとどめ、水道システムとして機能を損なうことのない
よう、浄配水施設整備に併せ、効率的に浄配水施設等の耐震化を進めます。

取組内容

○耐震補強実施予定施設
　【建築物】　２施設
　・戸頭浄水場　脱水機棟、１系配水ポンプ場
　【土木構造物】　13施設
　・青山浄水場　配水池等　２施設	 ・阿賀野川浄水場　配水池等　３施設
　・満願寺浄水場　沈砂池　１施設	 ・戸頭浄水場　配水池　１施設
　・巻浄水場　ろ過池　１施設	 ・その他取水場沈砂池、配水場配水池等　５施設
　【構内水管】
　・取水場、浄水場、配水場

計画期間の
年次計画

事業・取組み項目
前期計画期間（３年）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

・耐震補強実施施設【建築物】
戸頭浄水場１系ポンプ場
戸頭浄水場脱水機棟

・耐震補強実施施設【土木構造物】

計画期間の目標設定（評価指標） 平成26年度見込み 平成27年度目標 平成28年度目標 平成29年度目標
【建築物】耐震化施設数の計画実績対比
（完了数／全計画数） － － － ２／２

【土木構造物】耐震化施設数の計画実績
対比（完了数／全計画数） － １／13 ２／13 ３／13

阿賀野川浄水場沈砂池

阿賀野川浄水場洗浄水槽

青山浄水場洗浄水槽

阿賀野川浄水場配水池 平成31年度完了

強靭な施設･体制による給水の確保《強靭》

Ⅱ　事業計画
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事業・取組名 Ⅳ-４ 配水管網のブロック化の推進

目指す方向性 安全 強靱 ◎ 持続

事業の目的 事故、災害時の被害範囲の極小化や復旧の迅速化を図るため、配水幹線の更新や関連事業との整合を図
りながら、小ブロック（135ブロック）の構築を行います。

取組内容
小ブロック構築        
  ・平成29年度末（93.3%　126／135）
  ・平成34年度末（100％　135／135）

計画期間の
年次計画

事業・取組み項目
前期計画期間（３年）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

・小ブロックの構築 基幹管路の整備に併せて構築（平成34年度完了）

計画期間の目標設定（評価指標） 平成26年度見込み 平成27年度目標 平成28年度目標 平成29年度目標
小ブロック構築率
（小ブロック構築完了数／小ブロック構築予定数）

７小ブロック構築
（99／135）73.3%

10小ブロック構築�
（109／135）80.7%

５小ブロック構築�
（114／135）84.4%

12小ブロック構築
（126／135）93.3%

事業・取組名 Ⅳ-５ 大ブロック間の相互連絡管の整備

目指す方向性 安全 強靱 ◎ 持続

事業の目的 事故・災害時のバックアップを目的とし、大ブロック（各浄配水場給水区域）間に相互連絡管を整備
し、安定給水の向上を図ります。

取組内容

巻浄水場系～戸頭浄水場系連絡管整備
　・国道460号線 φ500ｍｍ  L＝6,880m
　　整備期間　平成27年度～平成32年度

 南浜配水場系～内島見配水場系連絡管整備
　・豊栄ー太夫浜線 φ400ｍｍ  L＝660m
　　整備期間　平成33年度～平成34年度

計画期間の
年次計画

事業・取組み項目
前期計画期間（３年）

平成27年度 平成28年度 平成29年度
・�巻浄水場系
　～戸頭浄水場系連絡管整備

平成32年度まで

計画期間の目標設定（評価指標） 平成26年度見込み 平成27年度目標 平成28年度目標 平成29年度目標
相互連絡管整備延長 － 1,110m 450m 1,040m

事業・取組名 Ⅳ-３ 重要施設向け配水管の耐震化

目指す方向性 安全 強靱 ◎ 持続

事業の目的 災害時に早急な対策・復旧計画の策定が求められる行政機関や、被災した市民の生命に係る救急医療施
設などの重要施設向け配水支管の耐震化を優先的に進め、被災対応の充実を図ります。	

取組内容
重要施設に位置づけた市内の行政機関および救急医療機関への供給ルートである配水支管を優先的に耐
震管に入れ替えます。
・（～平成26年度）　　　　　　  行政機関6施設、医療機関16施設�
・（平成27年度～平成36年度）　  行政機関6施設、医療機関26施設

計画期間の
年次計画

事業・取組み項目
前期計画期間（３年）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

重要施設向け配水管の耐震化 計画に基づき実施

計画期間の目標設定（評価指標） 平成26年度見込み 平成27年度目標 平成28年度目標 平成29年度目標
耐震化完了重要施設数
（マスタープラン前に耐震化が完了し
た１施設を含む）

行政機関６施設
医療機関16施設

行政機関６施設
医療機関19施設

行政機関８施設
医療機関19施設

行政機関８施設
医療機関23施設

事業計画
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事業・取組名 Ⅳ-６ 事故・災害時における復旧体制の強化

目指す方向性 安全 強靱 ◎ 持続

事業の目的
事故・災害時などの非常時において、迅速かつ的確に応急給水する体制や、水道施設を早期に復旧する
体制の強化を図るとともに、応急給水設備の整備や、給水や復旧に係る各種災害協定や関係団体・地域
住民との連携の強化などを図ります。

取組み内容

○事故・災害時に備えた各種災害時マニュアルの更新
　・�各種マニュアルの見直し拡充（事業継続計画（BCP）、危機事象対応マニュアル、新潟市水道局震災対策

計画、応援要請・受入マニュアルなど）
　・マニュアルに基づく訓練の実施（局内・関連他事業体との連携）

○応急給水設備の整備
　・浄水場における給水車用常設注水設備の整備
　・拠点給水所における応急給水設備の整備

○災害時の協力体制および連携体制の拡充
　・お客さまコールセンターとの協力体制の構築
　・民間企業との協力体制構築に向けた調整
　・地域住民との協働体制構築に向けた調整
　・避難所等への非常用給水用具の整備に向けた調整

計画期間の
年次計画

事業・取組み項目
前期計画期間（３年）

平成27年度 平成28年度 平成29年度

・�各種災害時マニュアルの更新 マニュアル・計画等の継続的見直し・拡充および訓練の実施

・応急給水設備の整備

・給水車用常設注水設備の整備
満願寺浄水場

・住民用応急給水設備の整備
満願寺浄水場 戸頭浄水場 巻浄水場

・�災害時の協力体制および連携体制の拡充

お客さまコールセンターとの協力体制の検討・構築

協力体制構築に向けた市長部局との協議 災害時支援協力員や
地域住民との応急給
水訓練の実施

計画期間の目標設定（評価指標） 平成26年度見込み 平成27年度目標 平成28年度目標 平成29年度目標

各種マニュアルの作成・見直し

〔策定済マニュアル等〕
・�危機事象対応　
マニュアル
・�新潟市水道局　
震災対策計画
・�応援要請・受入
マニュアル
・�新潟市水道局　
新型インフルエンザ・
パンデミック対策　
マニュアル
・事業継続計画
　（BCP）

・�マニュアルの適宜
見直し

・�マニュアルの適宜
見直し

・�マニュアルの適宜
見直し

給水車用常設注水設備の整備
〔整備済浄水場〕
信濃川浄水場
青山浄水場

満願寺浄水場

応急給水設備の整備
〔整備済浄水場〕
青山浄水場
阿賀野川浄水場

満願寺浄水場 戸頭浄水場 巻浄水場

Ⅱ　事業計画

強靭な施設･体制による給水の確保《強靭》


